
 
 

 

 

消費税法の改正 

 

税務 NEWS 中央会計税理士法人・株式会社大阪中央会計事務所 

税制改正など、税務関連のニュースをお届けします。できるだけわかりやすく税金についてご紹介したいと思います。 

2014年3月 税務ニュース 

4 月から始まる消費税の改正は、税率アップだけではありません。下記の改正についても適用期限が開始します。 

 

 

 

 

 

 

これまで、新規に設立された法人は、設立第 1期目と第 2期目は資本金の額または出資の金額が 1,000

万円未満であれば、納税義務は免除されていました(第 2期目は、特定期間の課税売上高による判定が

必要になります)。 

この改正により、平成26年4月1日以後に設立される法人について、資本金の額又は出資の金額が1,000

万円未満であっても、事業年度開始の日において、次の要件に該当する場合は、納税義務の免除の適

用はされません。 

要 件  

新規に設立された法人が、その基準期間がない事業年度開始の日において、個人または法人に

より発行済株式等の 50％超を直接又は間接に保有されていること。 

 

上記①の要件に該当するかどうかの判定の基礎となった個人又は法人及びその個人又は法人

と特殊関係にある事業者のうちいずれかの当該新規設立法人の当該事業年度の基準期間に相

当する期間における課税売上高が 5億円を超えていること。 

 

 

 

 

 

 

前課税期間の年税額が 48 万円(地方消費税込み 60 万円)以下の事業者は、原則として中間申告義務は

ありません。しかし、任意に中間申告書(年 1 回)を提出する旨を記載した届出書を税務署に提出した

場合には、届出書を提出した日以後にその末日が到来する 6月中間申告対象期間（注１)から、自主的

に中間申告・納付（注２）することができるようになりました。 

適用開始時期は、個人事業者の場合は平成 27 年分から、また、事業年度が 1年の法人については、平

成 26 年 4 月 1 日以後に開始する課税期間(平成 27 年 3 月末決算分)から適用されます。 

 

 

(注１) 「6 月中間申告対象期間」とは、その課税期間開始の日以後 6 ヶ月の期間で、年１回の中間申

告の対象となる期間をいいます。 

(注２) 中間納付税額は、直前の課税期間の確定消費税額の１／２の額です。また、中間納付額を併せ

て地方消費税の中間納付税額を納付することになります。任意の中間申告制度を適用する場合

であっても、仮決算を行って計算した消費税額及び地方消費税額により中間申告・納付するこ

とができます。 

 

 

１．特定新規設立法人の事業者免税点制度の不適用制度が開始します 

 

２．任意の中間申告制度がはじまります 
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